
 

地球温暖化対策実行計画の根拠法令 

 

国の計画 

資料２-２ 

○地球温暖化対策の推進に関する法律 

 (地方公共団体実行計画等) 

第二十一条 都道府県及び市町村は、単独で又は共同して、地球温暖化対策計画に即して、当該

都道府県及び市町村の事務及び事業に関し、温室効果ガスの排出の量の削減等のための措置に

関する計画(以下「地方公共団体実行計画」という。)を策定するものとする。 

 

政府実行計画（令和 3年 10 月 22 日閣議決定） 

（政府がその事務事業及び事業に関し温室効果ガスの排出の削減のため実行すべき措置について

定める計画） 

 

抜粋 2021 年 4 月、地球温暖化対策推進本部及び米国主催の気候サミットにおいて、2050 年目標

と整合的で野心的な目標として、2030 年度に温室効果ガスを 2013 年度から 46％削減する

ことを目指し、さらに、50％の高みに向けて挑戦を続けていくことを宣言した。 

 

 
の改定 


